











































































































































＄１．２５ perday未満(ＵＳドル） 18.40％ １６．９
＄１．２５‐＄２．０未満 2310％ 4150％ ２１．３ 3８．２
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3.878 4,9()８ 5，５１３ 6.329
世帯数に占める比率 8.89'(） 7.9(Ｘ ７．５ｌｘ 5.7(X）
対人口比 12.Ｗ(） 10.9％ 10.4()/６ 8.1％
該当世帯数 160万世帯 155万世帯 161万世帯 130万世帯





。,。 6６ 7.030 7.89(） 9,()6４
世帯数に占める比率 ２１０％ ､5％ １９．７１)'６ 16.5％
対人口比 26.6％ ､３１% ､2(Xｊ ２１．９％
該当世帯数 381万世帯 404万世帯 421万世帯 380万世帯
該当者数 2264万人 2330万人 ２３７５万ノ、 219()万人
[論文］新興国の所得の増加とクズネッツの逆Ｕ字仮説の再検討（林・鎌田）
完全就業化におかれているために生存に必要な所得しか得られず，したがって
わずかな貯蓄がかろうじて可能な大多数の人たちのささやかな金融資産額と富
裕層の圧倒的な資産額とを対比した場合の貧富の格差は，所得格差以上に大き
くなることを意味する。言い換えれば，－人当たり所得が増大するにつれて，
所得格差は縮小していくことを示した「クズネッツの逆Ｕ字曲線」は新興国
フィリピンにおいては二つの側面からその妥当性に疑問が生じることになる。
その第一点目は，一人当たり所得が増大しても，所得格差が長期にわたって縮
小していかない可能性。そして第二点目は－人当たり所得が増大するにつれ
て，金融資産格差はさらに拡大していく可能性である。
図表５の同国統計局（PSA）の資料に示されているように貧困家庭および
貧困ライン以下の該当者数は2006年から2012年にかけて相対的には少しずつ低
下傾向を示してきているが，絶対数で見る限り，むしろ増加傾向を示し続け，
そして2015年にになって減少に転じている１０１．
それでも人口の５分の１の人たちが貧困ライン以下の状況下に置かれてい
る。このことは，こうした不完全就業下にあって“subsistencewage，'に近い
所得しか得ていない人たちが絶対数として減少し続けない限り，所得格差は拡
大傾向から免れることは困難となることを意味する。換言すれば，富裕層の所
得は増大しても，“subsistencewage'，（生存賃金）下で，就業する人たちが多
数存在する限り，一般労働者の全体的賃金水準はこの水準に強く規定される結
果，増加傾向に入ることを妨げられることになる．このことは，－人当たりの
平均所得は増大してもそれは富裕層の所得が増大したことに主要因がある以
上，所得格差はさらに拡大し続けていることを意味する。
換言すれば，同国の"subsistencesector”としてのインフォーマルセクター
における不完全（不安定）就業者がフォーマルセクターの完全（安定）就業者
に吸収されていくメカニズムが構築されて持続的に機能しいわゆる「ルイス
の転換点」を明確に超えていくまでは，所得格差は逆Ｕ字曲線を描くまでには
至らないことになる。
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２．３所得格差推移とクズネッツの逆Ｕ字曲線
図表６は，1985年から2012年までの３年ごとの一人当たりＧＤＰ（PPP換算，
constant：２０１０USD）を横軸にし，縦軸に，所得最上位１０％の所得合計の最
下位１０％の所得合計に対する倍率，所得５階層（各20％）の第３階層の20％が
全所得に占める比率，そして各年のGINI係数の推移をそれぞれ示したもので
ある。なお，2015年の各数値は，フィリピン統計局の数値であるが，World
Developmentlndicatorsの数値算定基準と一致しているかどうは不明である
ため，参考上の試算値とする。
クズネッツの逆Ｕ字仮説は一人当たり所得が上昇するにつれて，一定期間
は所得格差は拡大していくが，やがてある所得水準に達すると反転して，次第
に格差は縮小に向かうため，逆Ｕ字型の曲線を辿る傾向にあることを仮説的
に示したものである'1)。
図表６フィリピンの－人当たり所得の推移と所得格差の推移
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出所：WorldBankWorldDevelopmentlndicatorの数値を参考に作成。
注１：横軸は，各年と－人当たり平均所得（GDPpercapitaPPP換算，単位ＵＳドル）
注２：2015年の数値は，フィリピン統計局（PSA）に依拠しているが，ＰＰＰ換算数値で
はないため，参考値としてみる必要がある。
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フィリピンの－人当たりＧＤＰは1985年の1,3295（ＵＳドル）から３年ごと
に確実に増大し，2012年には同2,7660（ＵＳドル）へと至っている。それに対
して，所得最上位１０％の所得合計の最下位１０％の所得合計に対する倍率は，
1985年の11.7から2012年の13.4に至るまで，1997年，2000年の16％台を経て低
下傾向を示しているようには見えるが，２７年間の比較対象期間で見る限り，倍
率は１０以上でフラットなままであり，逆Ｕ字曲線を示しているようには見え
ない。次にGINI係数'２１によって所得格差の推移を見てみよう。ジニ係数が
高いほど，所得の不平等度は高くなる。クズネッツ仮説では，－人当たり所得
が増大するにつれて，係数が高くなり，やがてある所得水準に至ると反転して
低下傾向を辿り，不平等度は低下傾向を辿ることになる。
しかし，フィリピンの事例では，確かに一人当たりＧＤＰは高まってきては
いるが，同係数の推移はどう見ても逆Ｕ字曲線を示しているようには見えな
い。しかも，フィリピンをはじめ一般的に新興国の場合は，所得の再分配機能
(所得税，相続税，社会福祉的措置）があまり働かない傾向にあるため，所得
の再分配前と再分配後のジニ係数に大きな差異はないといえる。近似曲線も一
次関数の直線に近く，この点からも，同国のジニ係数で見た所得格差は高位に
フラットなままと言える。
そして所得５階層の中位20％に位置する第３階層の所得合計が全所得に
占める比率を見てみよう。仮にこの中位の所得階層のシェアが増加傾向を示
しているとすれば，最上位と最下位との所得格差は拡大しているとしても，中
間層の所得が拡大して，中間層が経済的に占める割合が高まってきたことを意
味する。この第３階層の数値は，1985年の144％を最高に，2000年の13.1％ま
で下がり続け，2012年にいたっても13.8％台のままとなっている。2015年の政
府統計値では15.0％の水準とはなっているがこの30年間持続的に上昇して
中間所得層の厚みが増してきたというまでには至っていない。同国の－人当た
り平均所得（GDP）は，1991年から1994年の時期を除いて一貫して増加傾向
を示してきたにもかかわらず，所得５階層の中位を占める第３階層（中位
20％）の占める比率の推移でみる限り，いわゆる中間所得層は人口増による絶
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対的増大はあるとしても，その相対的位置は高まってきているとはいえない。
換言すれば，1985年以降2015年までの30年間で見る限り，所得分布で見た中間
層の相対的厚みは形成されてこなかったことになる。
３２－人当たり平均所得（PerCapitaGDP）と－人当たり平均賃金
前節までに検討してきた各種の格差やクズネッツ仮説との検証は，－人当
たり平均所得（PerCapitaGDP）を基準になされてきた。そして－人当たり
平均所得（PerCapitaGDP）はこの間着実に増加傾向を示してきたことを
見てきた。
しかし付加価値ベースでみたＧＤＰの所得には，士地，建物等の不動産か
らの収入．株式や債券の保有に伴うキャピタルゲインも含まれてくることにな
る。その場合には，遺産相続にともなういわゆる不労所得も紛れ込んでくる。
そこで，従業員20名以上を雇用している企業で働く従業員（employee）の給
与がこの間どの程度上昇傾向を辿ってきたのかを見てみよう。対象とする産
業分野は，「非農業全分野」その中の「製造業｣，および「サービス産業」の
最大の分野である「卸・小売り産業」各分野である。2014年における，全産業
分野の被雇用者数は3,865.1万人であるがそのうち，農林水産業が1,183.6万
人（30.6％)，したがって非農林水産業が残})の2,824.6万人（69.4％）となる。
非農林水産業のうち最大の被雇用者数を抱えるのは卸小売業の724.8万人
(257％)，つぎに製造業分野の3212万人（114％）の順となる。
図表７は，これら非農林水産業，製造業，および卸小売業の被雇用者の平均
給与を1979年から2014年の35年間にわたって示したものである。
なお，同図表の各数値は，1978年を基準とした物価調整値となっている。そ
して，平均給与の中身は．同図表注に記載されているように，基本給以外の諸
手当も含まれている。これら従業員20名上を雇用している企業の大部分は法人
登録されているいわゆるフォーマルセクターに属していると想定される。それ
ではこれらフォーマルセクターに属する企業に雇用されている被雇用者の給与
水準は，1979年から2014年にかけての35年間にわたってどこまで上昇してきた
139
［論文］新興国の所得の増加とクズネッツの逆Ｕ字仮説の再検討（林・鎌田）
図表7非農業分野・製造業・卸小売産業の実質平均給与推移（1978年＝100）
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のであろうか。
図表６の横軸に示されていた1985年から2012年までの平均所得は，ＧＤＰ－
人当たりのＰＰＰ換算による数値であった（同図表の2015年数値はＰＰＰ換算値
であるかどうか不明であるためここでは除外)。この27年間に所得は，1,381
ドルから2,299ドルへと2.32倍に増加している。他方，図表７に示されている，
1978年を100とした－人当たり平均給与水準は，この35年間で，非農林水産の
全分野において，1.168倍，製造業部門では0.599倍，そして卸小売産業で1012
倍となっている。したがって，この数値からは，この35年間にわたって，実質
給与はほとんど増加しているとはいえないことになる。逆に，製造業分野の被
雇用者の実質平均給与は,1978年との比較においてその６割水準となっている。
従業員20名上を雇用している製造業企業の場合でさえも，平均給与がこの低
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水準に置かれ続けているということは，いわゆるインフォーマルセクターに属
する法人登録されていない零細規模の製造業企業，特にその多くを占める零細
自営業の場合には，さらに低水準であることが想定されうる。2014年の給与支
払い従業員のいない自営業者数は，1,0869万人であるが，そのうち週40時間
以下の労働時間のいわゆる不完全就業者は，511％の539.4万人に及び，さらに
支払い給与なしの家族従業員数は，416.6万人となっている（PSA:2015,ｐ78)。
そして農林水産業で働く被雇用者の2014年の日給ベースの基本給（185.3ペ
ソ）が非農林水産業の同基本給（397.7ペソ）の46.6％であること。さらに生存
賃金さえも保証されていない，同年の完全失業者数（272.8万人）および週労
働時間が40時間以下の不完全就業者数（711.8万人）の合計984.6万人の存在を
考慮に入れた場合には13Ｌ図表７に示されている非農林水産業の給与水準は名
目的には増加傾向を示してきたにせよ，実質給与ベースではほとんど増加して
こなかったことになる。
換言すれば，「クズネッツの逆Ｕ字仮説」をＧＤＰ基準で見た－人当たり平
均所得の推移の視点のみならず，実質一人当たり平均給与の推移の視点から検
証した場合においても，同仮説は同国に適応するまでにはいまだ至っていない
ことになる。
Ｓ結論と今後の課題
本論文の結論は以下の４点に集約されうる。まず第一点目に，同国の貧困層
の規模を，世銀基準の－人当たり31ドル（2011年：ＰＰＰベース）で見た場合
には，1985年から2012年の37年間にわたって相対的には低下傾向を示してきて
はいるが絶対数としては，低下しているとは言えずむしろ増大傾向を示してき
たこと。
次に第二点目にこの－人当たり平均所得（GDPperCapita）には労働の
対価以外の，不動産（士地，建物，等)．および金融資産，等の過去の所得の
ストック（資産）の保有に伴う各種キャピタルゲインも含まれているが，これ
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ら資産額自体は含まれていない。そこで，富裕層上位50名（家族）の保有する
これら資産額をＧＤＰとの対比で吟味してみると，新興国ほど高く，とりわけ
フィリピンの場合には，2013年基準では24％，2016年には27％台を示すに至っ
ている。このことは，すなわち同国で大きな社会的課題となっている所得格差
以上に，資産格差がさらに拡大していることを否定しえないことを意味するこ
と。
さらに第三点目は，フィリピンにおける－人当たり平均所得（PPP換算：
GDPperCapita）はこの30年近くにわたって増加傾向を示してきた。しかし
ながら，所得上位１０％が下位10％に対する倍率にせよ，ジニ係数でみた所得
格差にせよ，同期間縮小傾向を示してはこなかった。この意味においては，
平均所得が増加傾向するにともない，所得格差は拡大傾向を示すが，ある点を
超えると反転し逆に縮小傾向に入るとする「クズネッツの逆Ｕ字仮説」は
同国においては妥当してこなかったことを意味すること。
そして最後に第四点目として，－人当たり平均所得（GDPperCapita）は
増加傾向を示してきたことは事実ではあるがそれでは，基本的賃金，および
各種手当（会社が負担する賞与，福利，年金，保険）を含む，被雇用者による
労働の対価としての平均給与はこの35年間どのように推移してきたのであろう
か。図表７に示されていたように，従業員20名以上のいわゆるフォーマルセク
ターに限定されているにもかかわらず，この間一人当たり実質平均給与はほ
とんど増加してこなかった。さらにこうしたフォーマルセクターに働く被雇用
者とは別にインフォーマルセクターとしての，，subsistencesector，，に滞留
せざるを得ず，“subsistencewage，,（生存賃金）での生活を余儀なくされてい
る膨大な層の存在を考慮に入れた場合には，「平均所得の上昇に伴って所得格
差は，一端は拡大傾向を示すが，ある点を超えると縮小傾向に入る」としたク
ズネッツの逆Ｕ字仮説の検証それ自体が同国には適応するまでには至ってい
ないこと。以上の４点が本論文の結論となる。
同時に以下の４点が今後の課題として残されている。すなわち，一点目は，
別稿で検討してきたフィリピンＢＰＯ産業の発展と雇用の拡大が上記の貧困層
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の吸収，言い換えればインフォーマルセクターからフォーマルセクターへの移
動にどのように貢献しうるのか。さらに２点目は，そうしたＢＰＯ産業の成長
が，製造業部門の自立的発展へと連動するいわゆる「クリティカルマス」
(Rogerｓ；2003）ヘとつなげる役割を果たしうるのか。また３点目として，こ
うした発展経路が構築されてきた場合には，「Ａルイスの転換点」と「Ｓクズ
ネッツの逆Ｕ字仮説」にどのように反映されていくのか。そして最後に４点
目は，こうした同国の発展経路と，他の新興国・地域との基本的共通性と異質
性の検証である。
注
ｌ） この概念に関しては，Agenor,ＰＲ,CanutoO.,andJelenic,Ｍ・（2012）に要点が
まとめられている。この用語は，GilLI，andKharas（2007）によって用いられ
て以降，一般化されたものと思われる。
いわゆるＮＩＥＳの発展の構図に関しては，平川（1992,1993a,l993b）が参考に
なった。当時，多くのいわゆる新興国において，同じような産業育成策が採ら
れたが，なぜ，一部の東アジア諸国，地域のみが工業化に成功したのかについ
ては，平川（1993)、林（1993）においても，平川氏の報告とそれに対するコメ
ントにおいても述べられている。要約すると，アジアＮＩＥＳ成功と他の諸国・
地域での不成功の理由として，平川氏は，「外資の導入と国際（先進国）市場と
の連結｣，林は「日本を拠点とした技術的知識の移転［生産要素・生産資源の質
的変化・高度化]）（平川・林（1993）を指摘している。ただしそこでは，土
地所有制度の社会的改革については捨象されている。
同国の人口成長率は，2003年までは，年２％以上の成長率を示してきた。その
結果，1970年には3,580万人であった人口が2015年には１億人を超えることに
なった。さらに2015年においても年1.6％の成長率となっている。したがって，
年160万人以上の人口増となる。なお同国の人口抑制法は2013年から施行され
ているが，国民の８割がカトリック教徒であるため，中絶と避妊を認めないカ
トリック教会の影響力は依然，大きな影響力を有している。なお，他のアジア
の近隣諸国の2015年の年人口成長率は，インドネシア（12％)，ベトナム
(1.1％)，タイ（03％)，インド（1.2％）となっている（WorldDevelopment
lndicators)。
資本市場が未整備な状況下にあり，上場企業数は2000年には228社であったが，
２）
3）
4）
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2016年現在でも262社でしかない（/http://www・theglobaleconomycom／
Philippines/Listed-companies/:accessedon26May2017.)。さらに，発行株式
の20％強しか公開されていないこともあり，増資による資本調達は械めて限定
的となっている。その結果，増資による資本調達よりも．系列のグループ内に
保有する金融機関からの借Ｉ)入れによって，系列内企業群に貸し出される構図
となっている。この点については，奥田・竹（2008）が参考になった。
フィリピンにおいては，1988年にCorazonCAquino大統領によって署名され
たComprehensiveAgrarianRefOrmProgram法（ＣＡＲP）によって，大土地
所有制の改革がなされてきた。さらに，2009年にもComprehensiveAgrarian
RefOrmProgramExtentionwithRefOrms（CARPER）法が成立して引き続き
同改革が試みられている。これについては，DepartmentofAgrarianRefOrm
(ＤＡＲ）のウェブサイト（ｗｗｗ,dargovph）が参考になる。同時に300年に
およぶスペイン統治下に定着したアシエンダ・エンコミエンダ制の影響がいま
なお残存している点も含めて，同国の農地改革のプロセスや実態については，
特に滝川（1994)，堀（2005）が参考になった。
都市雇用者の人口の約半分がインフォーマルセクターに働いており，都市居住
者の半数近くが居住環境の劣悪なスラムに住んでいる（林：2017b，
Todaro,pp327-334、邦訳397-398頁，UN-Habitat：GlobalUrbanlndicators
Database,2014)。
世界銀行の中所得国の定義と基準に従えば，中所得国は一人当たり平均ＧＤＰ
が1,026ドル-12,475ドルであり,そのうち1,026ドル－４，０３５ドル層が低位中所
得国，そして4,036ドル-12,475ドル層が高位中所得国となっている（世界銀行)。
この基準からすれば，フィリピンは低位中所得国に位置することになる。
この貧困ラインの基準については，ＰＳＡ（フィリピン統計局）の「Poverty
andHumanDevelopmentStatisticsDivision」の数値に依拠している。
主要国においては，累進的所得税が適用されているとしても，富裕層の所得の
かなりの部分がキャピタルゲインからきているため，租税上は逆に有利になっ
ている。また，フィリピンのケースに関しては，林（2016，第６章）でも紹介
されている。
現地ＮＧＯでのヒアリング調査（2008年８月）では，都市のスラム居住地に住
む人たちの多くは政府のアンケート調査対象外になっているケースが多く，し
たがってこうした統計には含まれているとは限らないとのことであった。
クズネッツ（1955）の論文は，主として､アメリカ，イギリス，ドイツのデー
タに依拠してこの結論を導き出しており，そして補完的に発展途上国としてイ
ンド，セイロン（現スリランカ)，プエルトリコを事例分析している。ただし
同論文の結論としても述べられているように，この仮説自体，５％の実証的情
報と95％の推測によるものとしている。彼の論文以降，多くの研究者がこの仮
５）
６）
７）
８）
９）
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－１４４－
経営論叢第７巻第１号（2017年８月）
説の検証にあたってきたが，どこの国．地域にも共通するとするような検証は
なされていない。ただし独立変数として，平均所得以外に，義務教育の年数，
ガバナンスの透明性や安定性等，民主化の程度，出生率，等々の指標を加える
ことによって，所得の不平等指標の推移との相関を求めるようになってきた。
なお，分益小作制度・土地改革が基本的に終了した日本，中国，韓国，香港，
台湾，等の東アジア諸国の場合には，クズネッツの逆Ｕ字型曲線，すなわち一
人当たり所得（GDP）の上昇と格差の解消が妥当することも指摘されている。
ただしこうした不平等度の大きな変化は，社会的大変革の結果として生じて
いるとしている（Todaro，pp224-229，邦訳267-274頁)。
Ｇ（ジニ係数）を数学的に表現すれば，、（人もしくは世帯数）のグループにお
いて，各人（世帯）の所得水準をｙｉ（もしくはｙｊ１とし，ｙの平均値をｕとす
れば，Ｇ（ジニ係数）は，Ｇ＝ＺＩＺｊｌｙｉ‐yjl/２）ん
となる（速水,1995,189頁)。またローレンツ曲線の視点から表現すれば,Ｇ（ジ
ニ係数)＝l-2JlL(F)｡Fとなる。この等式は,均等分配線より下の領域から
ローレンツ曲線より下の領域を除いた分の面積を２倍したものを表している。
この場合の均等分配線とは，所得の分布が一様である場合のローレンツ曲線を
意味する。したがって，ジニ係数は，ローレンツ曲線と均等分配線によって囲
まれる領域の面積と均等分配線より下の領域の面積の比として定義される。
PSA（2015,ｐ92、ｐ,199)。
12）
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